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総合計画の
実⾏プランである
事務事業名

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

最終的に⽬指す状態

最終成果

総合戦略
事業指標

総合計画
施策指標

事業成果

担当課名
問題に対処する
ために実施する
具体的活動

活動が完了した時
に，活動が実施され
たことを⽰す事実

活動の完了後，⽐較
的直ぐに期待される

変化

活動の完了後，⼀定
の期間後に期待され

る変化①

活動の完了後，⼀定
の期間後に期待され

る変化②

活動の完了後，⼀定
の期間後に期待され

る変化③

⾏政の影響度強 弱

因果関係（ＡによってＢが起き，その結果Ｃが起きて，最終的にＤが実現する）

時間の経過によって引き起こされる成果

成果指標
⾏政活動をきっかけに引き起こされる社会の変化（成果）

結果指標
予算投下で当然発⽣する結果

適切な成果指標の導出

結果と成果を明確に区別
し，どのタイミングで何を
モニターすることが適切な
のかを⾒極める

事業の有効性評価

事業の実施前に，どのよう
な成果が⾒込まれるかを検
討し，事業の実施後に期待
された成果が実際に得られ
たかを検証する

コミュニケーションツール

庁内だけではなく，様々な
ステークホルダーと情報交
換し，共通認識を得て，進
捗管理を⾏っていくツール
としての活⽤

政策形成能⼒の養成

現在の⾏為が将来に対して
どのような結果や影響を及
ぼしていくのかの検討（仮
説の因果関係・ロードマッ
プ・ストーリーの⾒える
化）
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 【担当部署】 

 「⽌める、減らす、変える（⾒える
化）」意識が醸成される

政策の断捨離

（情 報）

政 策
事 業
業 務

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

市で「事業の選
択と集中による
財政運営」が進
む

最終成果

事業成果

【DX・⾏⾰推進室】

政策，事業，業務の
検証を各部署へ依頼
する

 市職員のマンパワ 
 ーが適切に配さ 
 れ、事業の充実が
 図られている
 

【担当部署】

関係者と調整を⾏う

 市で地⽅債の繰り
 上げ償還が可能と
 なる

 市の組織再編、政 
 策の制度、ルール
 の再編が適切に⾏
 われる

担当部署において、
適切な事業設計が⾏われる

 市の余剰⾦(基⾦） 
 が捻出されている

【担当部署】

対象事業の⽬的，必
要性，費⽤対効果を
測定・検証する

 【担当部署】

エビデンスに基づき
・中⼼政策、事業、
 業務の特定
・補助的な政策、
 事業、業務の特定
・効果が薄い事業
 の特定
・ＤＸ技術の活⽤に 
 よる改善策
について整理する

【担当部書・財政】

予算を調整する

 【担当部署】
・効果が低い（将来性
   が低い）政策、事業、  
   業務の廃⽌、削減、 
   変更がされる 
・全庁的な財政上の制
   約による政策の⾒直 
   しが進む 
・無駄な業務が廃⽌さ
 れる

意⾒
聴取

【担当部署，DX・⾏
⾰推進室】

「断捨離予定事業」
を特定する

・市の財源確保がさ 
 れる
・全庁的に事業の優
 先順位づけや事業
 実施の⼯夫が進む

 【担当部署】

 「政策，事業，業
務」を断捨離する

・市が効果の⾼い政
 策や事業への再投
 資を⾏う
・市の新しい政策の
 展開が進む

 市の地⽅債残⾼が
 減少する

ＫＰＩ

【DX・⾏⾰推進室】 
・⼀財充当上位２０
 事業(予算・決算） 
・出資団体運営状
 況
・地区別税収⼊及
 び投資額
 上記を整理する

【DX・⾏⾰推進室】 
・⼀財充当上位２０
 事業
・出資団体運営状況
・地区別税収及び投
 資額
 
 上記が明⽰される
    

   【市】

事業・団体・地区別
収⼊及び投資の概要
の「⾒える化」が推
進される

 【担当部署】

事業・団体・地区の
将来予測が容易とな
り、それぞれの⽅向
性が確⽴される

 市のプライマリー
 バランスが適正な 
 ⽔準に保たれる

【DX・⾏⾰推進室】 

「⾏財政改⾰取組み
市⻑表彰対象事業」
及び「職員提案」の
推薦依頼

   【市】

事業・団体・地区の
状況の経年変化の把
握により、それぞれ
の状況及び位置づけ
が明らかとなる

【DX・⾏⾰推進室】 

「無理・無駄・ムラ」
 ➤「⽌める、減
 らす、変える（⾒
 える化）」の継続
 したアナウンス

【担当部署・個⼈】

各種事業について⽬
的，必要性，費⽤対
効果等について測
定・検証し、対象事
業を特定する

 (⾏⾰ 市⻑表彰）
【政策調整員会議・市⻑】

特定された事業の⽬
的，必要性，費⽤対
効果を測定・検証し
評価する

（職員提案）
【担当部署次⻑】

特定された事業の⽬
的，必要性，費⽤対
効果を測定・検証し
評価する

【市 ⻑】

選定された事業を市
⻑が表彰する

【所属⻑等】

プロセス評価におい
て提案者を評価する

ＫＰＩ

施策５－２ スマートで持続可能なまちをつくる

施策の⽅向性 （１）持続可能な⾏財政運営
取組み︓②事業の選択と集中による財政運営

DＸ⾏⾰推進室
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指標
現状値 → ⽬標値   2021年度末    2023年3⽉末 ⽬標値

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 地⽅債の残⾼   174.8億円     173.5億円     139.5億円

【総合計画】                   【市⻑政策】
 ⼈⽣100年を⽀える舞台を「⿅嶋」に整える      無理無駄ムラ＝やめる、減らす、変える（⾒える化）       
  スマート＆コンパクトな⿅嶋をつくる
   スマートで持続可能なまちをつくる

指標
現状値 → ⽬標値   2021年度末    2023年3⽉末 ⽬標値

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 事務事業の断捨離

   19事業  廃⽌   6事業 
           縮⼩   4事業 
           継続検討 9事業

廃⽌ 11事業 
縮⼩ 8事業
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施策4-2 未来につながる産業を創出する 
施策の⽅向性 （2）スポーツを核とした地域経済の活性化 
取組 ③スポーツ・賑わい拠点の創出

最終成果投⼊・活動 産出
(output) 直接成果 中間成果

ス
ポ
ー
ツ
・
賑
わ
い
拠
点
の
創
出

 
新
ス
タ
ジ
ア
ム
周
辺
エ
リ
ア
に
お
い
て
に
ぎ
わ
い
が
創
出
さ
れ
，
地
域
経
済
が
活
性
化
し
て
い
る

市⻑政策事業 新サッカースタジアム周辺整備
総合戦略指標 カシマサッカースタジアムエリア構想の策定

（現状値︓2021年度末）－ → （⽬標値︓2026年度末）策定済

新
ス
タ
ジ
ア
ム
周
辺
エ
リ
ア
構
想
が
策
定
さ
れ
，
各
⽅
向
性
が
明
確
に
な
る

⺠間企業が周辺エ
リアに進出する

⺠間企業の参⼊機
運が⾼まる

スタジアム協議会における協議

事業スキーム検討 
＊負担付寄附,PFI,,,

施設規模検討

資⾦調達⽅法検討
＊企業版,CF...

公共施設集約検討
※図書館,体育施設,

周辺活⽤⽅針検討

市が地区計画を策
定し，事業⽤地が
開発可能な状態に

なる

公共施設集約によ
るメリットが整理

される

⺠間企業から寄附
（ふるさと納
税,CF）が集まる

共創型PFが主導
し，地域課題解決
に向けた実証実
験・実装を⾏う

共創型 
プラットフォーム
が形成される

ス
タ
ジ
ア
ム
周
辺
整
備

推
進
室

⾏政が鉄道事業者
へスタジアム駅の
乗降駅化を要望す

る

⽇
常
・
⾮
⽇
常
問
わ
ず

 
⼈
が
集
ま
る
エ
リ
ア
に
な
る

意⾒
聴取

スタジアム及び周辺エリア構想を 
策定する

意⾒
聴取

キーワード
スポーツ
エンタメ
健康
交流
医療
イノベーション
教育

共創型プラットフォーム検討

スタジアム駅の活
⽤及び利⽤客増が
⾒込まれる

ANTが⿅嶋に新ス
タジアムを建設す

る 
※シビックプライ
ドが維持される

⾏政が庁内及び利
⽤者の意⾒徴収を
⾏い，集約の⽅向
性が決まる

⾏政が周辺エリア
に公共施設を集約

する

ス
タ
ジ
ア
ム
駅
の

 
常
時
乗
降
駅
化
・
増
便
が
実
現
す
る

周
辺
エ
リ
ア
の

2次
交
通
が
発
達
す
る

総合戦略指標

賑わい

経済

交通事業者が周辺
エリアでの採算性
を検討する

経済賑わい

モビリティ事業者
が渋滞解消のため
に共創型PFに参画

する

市が地区計画を策
定し，事業⽤地が
開発可能な状態に

なる

ANTが⿅嶋に新ス
タジアムを建設す

る 
※シビックプライ
ドが維持される

⺠間企業の参⼊機
運が⾼まる

総合戦略推進事業
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最終成果活動 産出 直接成果 中間成果

誰
も
が
利
⽤
し
や
す
い
公
共
交
通
体
系
の
形
成

市⺠がまちの拠点を
公共交通によって⾃
由に⾏き来している

まちの拠点に⽣活便
利施設や都市機能施
設が集約している

公共交通事業の事業
収⽀が⿊字となる

サービス（ヒト・モ
ノ・情報）がシーム
レスにつながってい

る

MaaSが使える環境と
なっている

公共交通の利⽤者が
増加する

ひとが集まる場所が
できてくる

周辺に交通結節点が
ある（できる）

利⽤者が⽬的地まで
の情報を⼊⼿できる

利⽤者が最短で⽬的
地に⾏ける

電⼦決済が利⽤でき
る

運賃が適正化される

利⽤者がタイミング
よく乗れる

利⽤者が待つことが
できる

徒歩圏内に交通結節
点がある

⺠間事業者の進出が
促進される

来街者（歩⾏者）が
増加する

交通に関する
新技術の導⼊

メインとなる
交通結節点の

整備

既存事業の精査

新技術導⼊時の事業者⽀援

コンパクトシティの推進

チャレンジショップ⽀援事
業の継続

グリーンスローモビリテ
ィ・シェアモビリティの導

⼊検討

新技術（AIオンデマンド，
MaaS等）の導⼊検討，社

会実験の実施

交通施策と福祉施策との線
引き

公共交通利⽤のインセンテ
ィブを明確化

施策５－１ コンパクトで安全なまちをつくる
施策の⽅向性 （２）効率的・効果的なネットワークづくり
取組 ②誰もが利⽤しやすい公共交通体系の形成 

指標名 現状値 
2021年度末

⽬標値 
2026年度末 指標 計測⼿段

市街化区域内及び
⼤野三駅周辺の⼈⼝ 39,200⼈ 39,200⼈ 国勢調査・常住⼈⼝調査等によりエリア内の⼈⼝を集計する。

市内公共交通カバー率 100% 100% 市内の公共交通圏域（駅1㎞，バス停300m圏域）の⼈⼝カバ―率を計測。デマンド型
乗合タクシーが，ドアtoドアのサービスであるため，100％となる。

KPI

KPI

投⼊

公共交通
対策事業

施策指標

施策指標

政
策
推
進
課
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投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

移
住

・
定

住
の

促
進

 
（

⼟
地

に
縛

ら
れ

な
い

住
⺠

に
選

ば
れ

る
，

⿅
嶋

市
の

創
出

）

最終成果

事業成果

サービス成果 社会成果

施策１－２ 多様なライフスタイルを応援する

施策の⽅向性 （２）多様な働き⽅・暮らし⽅の実現
取組み︓①移住・定住の促進

■プロジェクトの⽬的【⼟地に縛られない住⺠に選ばれる，⿅嶋市の創出】

・⿅嶋市からの発信情報が対象者へリーチしていない
・働く世代の流出，コロナ禍による⼈材交流の停滞

 →オンライン関係⼈⼝の創出して，潜在的な移住者の涵養
  →働く世代と親和性の⾼いデジタルを活⽤した「新しい関係⼈⼝の創出」
 
    →コミュニティ内の会話をとおして「選ばれる⾃治体」に必要なデータ（⽣活者の   
  声）を集め，施策に反映させる
   →ＥＢＰＭの推進，既存住⺠の満⾜感向上（流出防⽌）

⇒⼟地に縛られる⾃治体に対して，納税先の⾃由（ふるさと納税），居住の⾃由（多
拠点居住），働き⽅の⾃由（テレワーク等）により，⼟地に縛られなくなった住⺠に
選ばれる⿅嶋市を創る。

副次的成果

総合戦略推進事業

オンラインコミュニティ
KASHIMA 

Colorful Base

職員とコミュニティメン
バーが双⽅向でコミュニ

ケーションを図る

ＡＩやコミュニティ施策
活⽤しコミュニティを活

性化させる

地元特産品や⾵景・⼈な
どを紹介しシティプロモ

ーションを⾏う

コミュニティでの会話を
通して⽣活者の「声」が

集積する

「⿅嶋市」という認知を
獲得する

ファンコミュニティの
参加者が増加する

施策に活⽤可能なエビデ
ンスを獲得する

様々な⽂脈で「⿅嶋」が
想起される

オンライン関係⼈⼝が
⾒える化・定量化される

オンライン上の発⾔がビ
ッグデータとして蓄積さ
れる（態度・⾏動変容の

分析）

データから得られた知⾒
を市の施策へ反映させる

オンライン関係⼈⼝が
リアル関係⼈⼝に

昇華する

オンラインコミュニティ
きっかけのデジタル経済

圏が⽣成される

ふるさと納税・ＥＣ
販売が増加する

⿅嶋市への
来訪者が増加する

⿅嶋市への移住希望者
（多拠点居住・テレワー

ク）が増加する

観光資源の
⾼付加価値化

コミュニティの横展開に
よる「⾯」での地域活性

⽣活者の声に合わせた施
策展開により既住⺠の満

⾜度が向上する
シビックプライドが

向上する

オンライン関係⼈⼝に⿅
嶋市のことをジブンゴト

化させる

オンライン⿅嶋市⺠とし
てのオーナーシップが醸

成される

オンライン関係⼈⼝
が増加する

（ファン化促進）

既住⺠の流出が減り，か
つＵターンが増加する

地域経済の活性化

KPI

指標名 現状値
2021年度末 2022年度末 ⽬標値

2026年度末 指標 測定⼿段

オンライン関係⼈⼝ 5,000⼈ 29,070⼈ 50,000⼈ 基準⽇における「KASHIMA  Colorful  Base」の 
コミュニティメンバー数を測定する

ColorfulBaseきっかけ
のふるさと納税

0件
0円

99件 
1,580,303円 —

ふるさとチョイスでの「ColorfulBaseきっかけ」ふる
さと納税額を基準に，全てのプラットフォームの合計
件数と⾦額を推計値として算出する（毎年1⽉〜12
⽉）

⼈⼝の社会増 65⼈／年 △230⼈／年 2031年度 
110⼈／年

基準⽇における社会増減を算定
※⼈数のほかに増減率の推移を確認する

モニタリング

モニタリング

施策指標

施策指標

KPI

政
策
推
進
課
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地域情報発信事業

情報発信研修機会

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

多様な交流・関わり
が創出

最終成果

総合計画
施策指標

事業成果

広報秘書課

・各担当部が⼆ュー
 スソースを収集， 
 選別

市が情報取得
⼿段を周知

 市⺠が情報の受信 
 ⼿段を認識・保持 総合計画の

「取組」

市が地域の魅⼒
を発信

 市内・市外の⽅が 
 本市に興味を持っ 
  てくれる

市が必要とされ
る・伝えたい情

報を発信

   市⺠が必要な 
    情報を取得

市⺠・市外の⽅が積
極的に興味のある情
報を取得、収集

施策１－２ 多様なライフスタイルを応援する
施策の⽅向性 多様な働き⽅・暮らし⽅の実現
取組み 多様な交流・かかわりの創出

・広報担当課が情報 
 発信ツールを整理

・市⺠の⽅が⽇常⽣
活における市のさま
ざまな情報を発信

・市外の⽅が⿅嶋市
に訪れて得た情報を
発信

指標名 現状値
2021年度末 2022年度末 ⽬標値

2026年度末 指標

⼈⼝の社会増数 65⼈／年  △230⼈／年 110⼈／年

ＳＮＳ等フォロワー数 40,000⼈   51,109⼈ 60,000⼈

総合戦略
事業指標

総合戦略
事業指標

総合計画
施策指標
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港湾振興事業

洋上⾵⼒発電事業推
進ビジョンの推進

総合戦略事業 活動 産出 直接成果 中間成果

海洋再⽣可能エネル
ギー発電設備等拠点
港湾（基地港湾）の

整備と利⽤促進

最終成果

事業成果

施策４－２ 未来につながる産業を創出する

施策の取組⽅針 （１）グリーン成⻑分野への挑戦
取組 ①海洋再⽣可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の整備と利⽤促進

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

⿅島港周辺への投資額
（固定資産税の評価額） 263,200百万円／年 270,000百万円／年

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度）

⿅島港外港地区を利⽤する
洋上⾵⼒発電事業者数 0事業者 1事業者

港湾エネルギー振興課

市が⼟地利⽤の協⼒
依頼を⾏う

市が基地港案を使⽤
する事業者とのビジ
ネスマッチングの開
催する

産業⽤地が確保され
る

市⻑がトップセール
スを⾏う

市⺠の理解促進する

地元企業の事業再構
築が進む

⿅嶋沖WFが形成さ
れる

地元企業の受注機会
の拡⼤する

地域に推進体制が構
築される

地元企業の事業参⼊
意欲が向上する

市が港湾インフラの
ニーズを把握する

国・県が事業化，予
算化を⾏う

市と関係団体が基地
港湾の機能拡充のた
めの国・県への要望
を⾏う

先進港視察 
 

(市の知⾒を
広げる・増

やす)

市が企業から遊休地
等の利⽤協⼒受ける

市が必要⽤地のニー
ズを把握する

国・県の事業により
基地港湾機能の拡充
される

洋上⾵⼒関連企業が
⿅嶋市に注⽬

企業との意⾒・情報
交換

⿅島港周辺に新たな
産業の誘致される

基地港湾を利⽤する
案件が増加する

市と発電事業者が市
⺠・地元企業等への
セミナーの開催する

⿅島港周辺への 
投資額

外港地区利⽤する洋

上⾵⼒発電事業者数

洋上⾵⼒産業ビジョン（第１次） 政府による導⼊⽬標の明⽰︓洋上⾵⼒発電の導⼊⽬標を2030年までに1,000万kWの案件形成する。

⿅嶋市洋上⾵⼒発電事業推進ビジョン 戦略１︓総合⽀援拠点の基盤をづくりと基地港湾機能の強化 戦略２︓⿅嶋市・神栖市沖WFの形成

市が企業遊休地等の
把握する

地元企業が事業参⼊
する

市が発電事業者との
意⾒交換を⾏う

市が茨城県・地元利
害関係者との意⾒交
換を⾏う

市・県・利害関係者・
発電事業者が事業化に
向けた協議を⾏う

⿅嶋市沖が促進区域
となる
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施策5-2 スマートで持続可能なまちをつくる 
施策の⽅向性 （1）持続可能な財政運営 
取組 ②事業の選択と集中による財政運営

最終成果産出 直接成果 中間成果

事
業

の
選

択
と

集
中

に
よ

る
財

政
運

営
安

定
し

た
財

源
確

保
と

新
た

な
⾃

主
財

源
確

保
の

⼯
夫

 

市が多様な事業を企画・実践

できる

市⺠が真に必要とする施設整

備が可能となる

将来の財政負担が減る

財政調整基⾦・減債基

⾦・特定⽬的基⾦の

残⾼が増加する
市の財源に

余裕が⽣まれる

・市の財政
状況を⾒え
る化し職員
に継続的に
情報発信し

ていく

・歳出超過
となってい
る市の財政
事情を職員
に周知する

・事業課が
事業の断捨
離を意識す
る予算編成
⽅針を作成
し周知する

職員が財源の必要性
を実感する

職員が事業の意義と
必要性を改めて考

え，積極的な事業の
精査，⾒直しが進

む。

・職員が滞納整理の必要性を認識
し，市税等の収納率が向上する

・職員が債権管理の重要性を知る

職員が国・県交付⾦の積極的な活⽤
及び可能性調査を推進する

市が⼿数料や負担⾦を
適正な額へ改正する

・事業の選択と集中が進む
・事業の断捨離が進む

・公共施設の集約化が進む

歳⼊が増加する

市債残⾼が減少する

歳出が抑制される

未利⽤市有財産の処分が加速する

起債の発⾏が
少なくなる

市がふるさと納税やネ
ーミングライツの活⽤

を推進する

新たな財源
が確保され

る

活動投⼊

財政事務経費
財政課

指標

現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

将来負担⽐率 56.2％／年 80％／年

実質公債費⽐率 6.4％／年 7.3％／年

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 地⽅債の残⾼ 174.8億円 180億円

モニタリング指標 
（⽬標年度︓2026年度）

財政調整基⾦残⾼ 22.2億円 28億円

経常収⽀⽐率 91.4% 86.2%

説明会・情報発信の実施回数 ̶ 5回/年

地⽅債の
残⾼

実質公債費⽐率
将来負担⽐率

財政調整基⾦
残⾼

経常収⽀⽐率

説明会・情報発
信の実施回数
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投⼊ 直接成果 中間成果

質の⾼い⾏政
サービス
の提供

最終成果

事業成果

施策５－２︓スマートで持続可能なまちをつくる 

施策の⽅向性︓（１）持続可能な財政運営

⑤職員の⼈財育成と定員，給与の適正化 ）

階層別研修

職員が備えるべき能
⼒の開発や知識の習
得のための研修の機
会が創出される。

派遣・視察による研
修の機会が創出され

る。

⾃⼰啓発⽀援 ⾃⼰啓発に関する⽀
援制度について情報
提供が⾏われる。

職場内における研修
が⾏われる。

職場外研修

階層別に研修の機会
が創出される。

勤務時間外に⾃⼰啓発する職員やグループ
に補助を出し，インセンティブを与える。

実務に係る研修の機
会が創出される。

職場内研修

実務研修

特別研修

通信教育受講助成

活動

資格取得⽀援

⾃主研修助成

⾃⼰啓発休業制度運⽤

OJTの実践

職場研修

新規採⽤（任⽤）職員研修

中堅職員研修

役職段階別職員研修 
（係⻑，補佐級，管理職等）

⾏政実務実践講座
（法務，契約，財務，IT，接遇等）

専⾨研修
（データ分析，実務専⾨研修等）

キャリアデザイン研修

⼈事評価研修

⽬標管理研修

メンタルヘルス研修

ハラスメント防⽌研修

国・県・先進⾃治体職員講演会

派遣研修

国・県等機関実務派遣研修

先進地視察研修（海外，国内）

⺠間企業等派遣研修

産出

職員の公務に役に⽴つ知識や資格の取得に
補助を出し，インセンティブを与える。

⾃⼰啓発する職員やグループに補助を出
し，インセンティブを与える。

職員が⾃⼰啓発に専念できる環境を与え
る。

職員が現在の業務に直結する知識を習得し
ている。

職員が業務の振り返りにより課題を⾒出
し，それに対し上司等が指導できる。

公務員として必要な知識・⼼構え・態度等
が養われる。

中堅職員がリーダーシップを発揮して仕事
をする。

能⼒期の区分ごとに，求められる姿勢や能
⼒が養われる。

実務に必要な職員のスキルが養われる。

職員が実務能⼒を開発するために受講した
い研修等を希望することができる。

職員が具体的，かつ有効なキャリアをデザ
インする能⼒を⾝につけることができる。

職員が⼈事評価制度を理解し，適正な⼈事
評価のスキルを⾝につけることができる。

職員が組織⽬標を基に，⾃らの仕事における課
題を⾒つけ，上司と相談しながら⽬標を設定で
きる。

職員が話を聴く，⼜は悩みを話す能⼒が⾝
に付く。

職員がハラスメントに関する正しい考え⽅
や意識の定着が図られる。

職員が先進⾃治体の取組等について直接聴
くことができる。

職員が国・県や先進⾃治体の取り組みを事
務レベルで把握できる。

職員が⺠間企業等のノウハウを学び，公務
分野以外の⼈脈を構築できる。

職員の能⼒開発を後押
しする多様な制度が提
供されている。

職員が勤務時間外にお
いて，⾃⼰啓発に励も
うという意識を持って
いる。

上司が，職員個々の能
⼒開発をイメージして
いる。

先輩職員の指導によ
り，職員の能⼒の向上
が図られている。

職員が，⾃⾝に求めら
れる能⼒，組織的使命
を理解している。

中堅職員が後輩の⾒本
となろうという意識を
持っている。

職員が，積極的に必要
とする研修を受講して
いる。

上司が正しい評価を⾏
っている。

職員⼀⼈ひとりが主体
的に課題を考え，周り
の職員や上司と情報共
有している。

職員が悩みを周りの職
員や上司に相談できる
等コミュニケーション
が活性化される。

職員間でハラスメント
を発⽣させない，許さ
ないという共通認識が
醸成される。

職員が，⾃分のキャリ
アを明確にし，⽬的を
持って仕事をしてい
る。

職員が国や他の⾃治体
の施策の情報収集を常
に⾏っている。

職員が⺠間や各種団体
などを積極的に活⽤し
ている。

職員が能⼒開発を後押
しする制度を積極的に
活⽤している。

上司が能⼒開発に積極
的に関わっている。

周りに⾒習うべき職務
に精通した先輩職員が
多くいる。

職員が⾃⾝に必要な実
務・技術能⼒の向上に
励んでいる。

職員が⾃分のキャリア
形成に必要な能⼒の向
上に励んでいる。

職員同⼠や上司と部下
がお互いを認め合って
いる。

所属⻑が部下からボト
ムアップされた課題か
ら，組織⽬標を作り，
職員全体で共有してい
る。

職員の仕事に対するモ
チベーションが⾼い。

職員が市の状況や社会
情勢から，先⼿で事業
を展開している。

職員が市の有する財源
や資源を最⼤限有効活
⽤し，無駄を省いてい
る。

職員全体で切磋琢磨し
て，能⼒を向上しよう
とする環境ができてい
る。

職員が⾃分の強みと弱
みを理解し，⾃分の能
⼒を効果的に伸ばして
いる。

職員が⾃分の役割を理
解し，実務・技術能⼒
を効果的に伸ばしてい
る。

チームワークが良く，
各職員が⾃律した組織
となっている。

職員全体が，市の⽬標
を共有し，実現に向け
て実⾏している。

職員が市⺠ニーズを的
確に把握し，市⺠ニー
ズに沿った事業を実施
している。

職員が常に市⺠⽬線で
仕事をしている。

職員が⾃発的かつ
積極的に能⼒開発
を⾏っている。

職員が⾼い使命感
を持って意欲的に
業務に取り組んで
いる。

職員が⼀丸となっ
て積極的に⾏政課
題に取り組む⽣産
性の⾼い組織が形
成される。

市⺠が職員を信頼
している。

積極的な
能⼒開発

職員の 
意欲向上

組織の 
活性化

信頼される 
職員

意⾒
聴取

職員の 
意識の向上

⾃⼰啓発⽀援
制度活⽤数

階層別研修 
受講率・満⾜度

研修受講延べ⼈数

意⾒
聴取

所属⻑の認識

特別研修
受講率・満⾜度

⼈事課︓職員研修経費
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指  標
現状値 ⇒ ⽬標値 現状値︓2022年度（実績） ⽬標値（2026年度）

階層別研修（指定研修）における受講率・研修内容に満⾜した受講者割合 受講率︓９４．９ ％ （ 150⼈受講 ／ 158⼈指定 ）
満⾜度︓   -                    

受講率︓１００ ％ 
満⾜度︓１００ ％

特別研修（指定研修）における受講率・研修内容に満⾜した受講者割合 受講率︓８６．２ ％ （ 388⼈受講 ／ 450⼈指定 ）
満⾜度︓   -                    

受講率︓１００ ％ 
満⾜度︓１００ ％

研修受講者延べ⼈数（指定研修を除く。） １３８ ⼈ １９０ ⼈ 
（⼀般職員の半数以上が希望する研修を受講している組織を⽬指す）

⾃⼰啓発⽀援制度（通信教育・資格取得・⾃主研修・⾃⼰啓発休業）の活⽤数 ７ 件 （ 通信︓0件，資格︓5件，⾃主︓2件，休業︓0件 ） ２０ 件 
（⼀般職員の5％以上が制度を活⽤して⾃⼰啓発している組織を⽬指す） 
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活動 直接成果 中間成果

総合的な
⼦ども⼦育て
⽀援の充実

最終成果

事業成果

こども相談課

投⼊ 産出

・地域⼦育て⽀援セ
ンター運営経費
 

・地域⼦育て⽀援拠
点事業（市内3カ所） 

・いきいきふれあい
プラザ管理費

地域の⼦育てひろば
の開設

市内保育園4カ所に⼦育
て⽀援の運営委託1カ所 
⼦育て⽀援の補助⾦3カ
所

⼦育て中の親⼦が気
軽に⼦育て⽀援セン
ターを利⽤すること
ができる

⼦育て中の保護者が
⼦育ての悩みや⼼配
事を抱え込まず周囲
に相談できる

⼦育て中の利⽤者同
⼠が交流する機会が
増える

市が⼦育て中の親⼦
の交流の場の提供と
交流の促進を図る

⼦育て中の保護者が
孤⽴することなく育
児ストレスや育児不
安が軽減する

⼦育て中の保護者が
⼦育てに関する知識
や技術を習得できる

保護者が 
安⼼して⼦育て 
できる

市営地域⼦育て⽀援
センターの開設

新⼦育て⽀援施設
（セイビ堂ドリーム
パーク）開設

⼦育て中の保護者が
⼦育て関する相談⽀
援を受けることがで
きる

市が⼦育てに関する
情報提供を⾏う

市が⼦育てに関する
講習等を開催する

市が⼦育ての悩みや
⼼配事などの相談⽀
援を⾏う

⼦育て中の保護者が
⼦育て情報を多⽅⾯
から取得でき取捨選
択し有効に活⽤でき
る

⼦育て中の保護者が
⼦育ての知識や技術
を増やすことができ

る

市がこどもの遊び場
の提供と環境づくり
を⾏う

こどもが多様なプロ
グラムにより遊びの
幅を広げ⼦ども同⼠
の交流を深めること
ができる

⼦育て中の親⼦が地
域とのつながりを深
めることができる

⼦育て中の保護者が
リフレッシュでき楽
しい育児ができる

⼦育てサークル活動
や⼦育て⽀援団体の
活動が活発になる

⼦育て中の保護者が
⼦育ての楽しみや喜
び，悩み，不安など
を共有できる場所が
ある

ＫＰＩ

施策１－１ まちぐるみで⼦育てを応援する
施策の⽅向性 （１）⼦供を⽣み育てやすい環境づくり
取組 ④⺟⼦の健やかな育成⽀援

地域⼦育て⽀援セン
ターの利⽤者が増え
る

ＫＰＩ

モニタリング

モニタリング

現状値→⽬標値

施策⽬標
（⽬標年度︓2031年度）

事業指標
（⽬標年度︓2026年度）

指標

出⽣数

出⽣率

地域⼦育て⽀援拠点の利⽤割合
（地域⼦育て⽀援センターの
未就学児童の利⽤登録割合）

⽬標値

425⼈／年

6.75%／年

16.8%／年

2021年度末

450⼈／年

6.75%／年

9.2%／年

2023年3⽉末

369⼈／年

5.613%／年

14.9%／年

育児が楽しいと感じている⼈の割合
（保健センターの９か⽉児育児相談
時のアンケート調査）

モニタリング指標 100％ － 95.7%
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活動 直接成果 中間成果

⽣活習慣病
の発症予防

と
重症化予防

の推進

最終成果

事業成果

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 ⽬標値

男性79.6年 
⼥性83.7年

男性80.0年 
⼥性84.0年

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度）

特定健康診査受診率 32.0％／年 60.0％／年

特定保健指導の実施率 52.0％／年 60.0％／年

施策指標 
（⽬標年度︓2026年度）

⽣活習慣改善取組済 
（6か⽉以上）の割合 18.7％ 増加

施策指標 
（⽬標年度︓2026年度）

⾼⾎圧・脂質異常症・糖尿病 
患者割合の減少（国保）

⾼⾎圧（20.3％）・脂質異常症
（15.9％）・糖尿病（9.8％） 減少

施策指標 
（⽬標年度︓2026年度）

脳⾎管疾患・虚⾎性⼼疾患・糖尿
病性腎症患者割合の減少（国保）

脳⾎管疾患（5.11％）・虚⾎性⼼疾患

（5.16％）・糖尿病性腎症（0.03％）
減少

保健センター 会場調整
（⼤野保健センター
⼤野公⺠館・はまな

す公⺠館）

健診予約業務委託

投⼊ 産出

・特定健診実施委託
（総合健診協会・
県医師会）

・受診券作成委託
・未受診者通知作成
委託
・案内通知

集団健診運営
スタッフ委託

保健指導
訪問員雇⽤

市が特定健康診
査を実施

MVM事業委託

特定健康診査等事業費

受診者が健診の重要
性がわかる

(関⼼度の向上）

受診者が⽣活習
慣病のリスク保
有状況がわかる
                   
(理解度の 

向上)

メタボ等対象者が，
「放置をするとどう
なるのか」，「どの
⽣活習慣（栄養・運
動・休養等）を改善
すればリスクが減ら
せるのか」かがわか

る
（理解度の向上）

受診者が健診受診を
継続する

(受診の習慣化）

⾃分の健康状態
を把握する市⺠

が増える

重症化予防（要
医療）対象者が
重症化予防保健
指導を受ける

適切な⽣活習慣
を継続する市⺠

が増える

必要な治療を継
続する市⺠が

増える

重症化予防対象者が
治療の必要性を理解

する
(理解度の向上）

◎⾼⾎圧・脂質異
常症・糖尿病患者

割合の減少
◎脳⾎管疾患・虚
⾎性⼼疾患・糖尿
病性腎症患者割合

の減少

メタボ等対象者が⽣
活習慣の改善⽅法が
分かり，⾃分で選択
し，継続的に⾏動で

きる
（適切な⽣活習

慣の獲得）

重症化予防対象者が
重症化予防のための

受診・継続治療
が出来る

(受診の習慣化）保健指導実施
率

⽣活習慣改善6か
⽉以上の割合

特定健診対象者
が特定健康診査

受診

特定健診受診率

メタボ等対象
者が保健指導

を受ける

特定保健指導
率

施策３－２ 予防と適切な医療により⼼⾝ともに健康に過ごす

施策の⽅向性 （１）地域医療体制の充実とヘルスケアの推進
取組み︓②⽣活習慣病の発症予防と重症化予防の推進

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度） 平均⾃⽴期間

13



市⺠がを⾝近な医
療機関で⼆次救急
医療を受けること

が出来る

活動 直接成果 中間成果

地域医療体制の
維持・確保

= 
市⺠が安⼼して受
診できる医療体制
が維持・確保され

ている。

最終成果

事業成果

指標

現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 ⽬標値

モニタリング指標
（⽬標年度︓2031年度）

休⽇当番医協⼒医療機関数 1８医療機関 現状値維持

モニタリング指標
（⽬標年度︓2031年度）

循環器内科医確保数（寄付講座分） 0⼈ 2⼈（派遣枠の維持）

モニタリング指標
（⽬標年度︓2031年度）

市内医療機関 搬送割合 51.8％ 現状値より増加

モニタリング指標
（⽬標年度︓2031年度）

⿅⾏管内医療機関 搬送割合 82％ 現状値より増加

モニタリング指標
（⽬標年度︓2031年度）

平均救急搬送時間 49.4分 43.3分（令和元年度県平均値）

保健センター

投⼊ 産出

救急医療対策経費

【診療体制⽀援】
（⼆次救急）

・⼆次救急告⽰病院救急医療強化
事業（補助⾦交付）

・⿅⾏南部地域病院群輪番制運営
費（補助⾦交付）

【診療体制⽀援】
（初期救急）

・在宅当番医制（医師会委託）
・⿅⾏南部地域夜間救急協⼒医
 療機関運営事業（補助⾦交付）

【医師確保】
・「茨城県地域循環器救急医学寄
付講座」間接に関する協定締結及

び寄付

【新規医師確保】
・医師確保⽀援補助⾦（不⾜診療

科）交付

⼆次救急医療受け⼊れ体制が
確保される

医療機関の救急医療体制が確保
される

不⾜する診療科が
確保・維持される

【医師確保】
⿅嶋市が⿅⾏保健医療圏地域医療
構想会議へ参画し，不⾜する診療
科の医師派遣を「茨城県地域医療

対策協議会」へ要望する。

医師会が，在宅当番医
体制構築のための経営

的準備が整う

各医療機関が，医療提
供体制を整える経営的

準備が出来る

可

循環器内科医数 (寄付講座分）

否

市⺠が，必要な医
療を受けることが

出来る。

市⺠が休⽇・夜間
に必要な初期救急 
医療を受けること

が出来る

市内医療機関
救急搬送割合

⿅⾏管内医療機関
救急搬送割合

平均救急搬送時間

市内医療機関の循
環器内科医が確保

される

不⾜する診療科
の医師が確保さ

れる

各医療機関におい
て，診療をするた
めの，医師をはじ
めとする⼈材的体

制が整う

申請医療機関が医師を新規
に雇⽤する経営的準備が出

来る

医科⼤学が寄付講座を
開設され，市内医療機
関へ循環器内科医が派

遣される

茨城県地域医療対策協
議会が要望を審議する

備     考

 地域医療については，茨城県の責任のもと「保健医療計画」「医師確保計画」等により推進され
ている。
 その中で救急医療について，保健医療計画では「初期救急」は「市町村単位での実施」と明記され，
現在、市町村の主導のもと「在宅当番医制」（単独）や「夜間救急医療協⼒医療機関運営事業」
（⿅⾏3市）にて整備を⾏ている。 
 また⼆次救急については，県の対応と併せ，対応する市町村もあり，当市を含めた⿅⾏南部地域に
おいては「病院群輪番制」（⿅⾏南部三市），あるいは「⼆次救急病院運営費補助⾦」（単独）にて
医療機関⽀援を⾏っている。
 加えて医師不⾜・医師偏在是正について茨城県は「地域医療対策協議会」を開催し，医育⼤学⼤学
からの医師不⾜地域への医師派遣の協議を⾏っている。
 現在，県（潮来保健所）は⿅⾏地域（⼆次医療圏）の医療提供体制や医師偏在について，主要医療
機関や市町村，関係団体代表等を⼀堂に集めた「地域医療構想調整会議」を開催している。会議では
病院機能の分化・連携推進を含めた，医療提供体制を実現するための施策の⽅向性や医師の派遣等に
ついて協議し「地域医療対策協議会」への要望を⾏っている。
 総合計画における基本施策「スポーツに親しみ健康に⽣きる」の施策の⽅向性としての「地域医療
体制の充実とヘルスケアの推進」は，「地域医療体制の維持・確保」だけではなく「⽣活習慣病の
発症予防と重症化予防の推進」や「感染症対策の推進」「次世代ヘルスケアへの取組推進」等，
重層的に推進を⾏っていく必要である。 

休⽇・夜間の初期救急受⼊医療
機関が確保される

休⽇当番医制協⼒医療機関数

施策３－２ 予防と適切な医療により⼼⾝ともに健康に過ごす

施策の⽅向性 （１）地域医療体制の充実とヘルスケアの推進
取組み︓①地域医療体制の維持・確保

施策指標
（⽬標年度︓2031年度）

平均⾃⽴期間
男性79.6年 
⼥性83.7年

男性80.0年 
⼥性84.0年
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投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

脱炭素への取組と気
候変動への適応

●市域の温室効果ガ
ス排出量（エネルギ
ー起源⼆酸化炭素）

が減少している

最終成果

事業成果

施策４－３ 豊かな⿅嶋の海や緑を未来へつなぐ

施策の⽅向性 地球環境に配慮した持続可能なまちづくり

取組 ①脱炭素への取組と気候変動への適応

環境政策課 地域省エネ事業

市が太陽光と連携した
蓄電池補助⾦を市⺠へ

募集する

市は省エネに関する
職員研修を実施する

市⺠や事業者からの
温室効果ガスが

削減される

市⺠が補助制度を活⽤
し，太陽光に付随した

蓄電池を導⼊する

市⺠は蓄電池により再⽣
可能エネルギーを有効活

⽤できる

市が⿅嶋市地球温暖化
対策実⾏計画（事務事

業編）を策定する

市が公共施設で導⼊可
能な再⽣可能エネルギ
ーや補助⾦等の情報提

供を⾏う

公共施設の再⽣可能エネ
ルギー導⼊箇所が増える

市施設の温室効果ガ
スが削減される

市が環境展，省エネ
キャンペーンなどの
啓発活動を実施する

市⺠や事業者は省エネ
の情報や市の温暖化問
題に対する取組状況を

把握する

職員は温室効果ガス
削減に向けた取組み

を理解する

担当課が再⽣可能エ
ネルギー導⼊を検討

する

市⺠が省エネや温室
効果ガス削減につい
て学ぶ機会が増える

市が⿅嶋市環境基本
計画を策定し情報を

発信する

職員は担当課で省エ
ネについて検討する

職員は事業の省エネ化や
温室効果ガス削減に取り

組む

市⺠や事業者が省エネ機
器や再⽣可能エネルギー
機器の導⼊に取り組む

モニタリング指標
内容 ⽬標値 備 考

再⽣可能エネルギー導⼊箇所数（KPI①） 23箇所

職員への温室効果ガス削減周知 
担当職員へのヒアリング実施（KPI②）

年４回 
施設ごとに年１回 毎年度実施

環境展での温室効果ガス削減周知（KPI③） ３００枚 毎年度実施

蓄電池補助申請者数（KPI④） １９件 毎年度実施

KPI③

KPI①

KPI②

蓄電池を採⽤したい
⼈が増えるきっかけ

づくりになる
蓄電池を導⼊したい

⼈が増える

KPI④

⿅嶋市の環境に関す
る取り組みがビジュ

アル化される。

啓発活動により，省
エネに取り組む機会

が提供される

職場内における研修
が⾏われる

職員は省エネについ
て考える機会が提供

される

策定内容が職場内に
提供される

職員は地球温暖化問
題を考える機会が提

供される

職員は再エネに関す
る国の補助⾦等を考
える機会が提供され

る

市⺠や事業
者は地球温
暖化につい

て学ぶ

市⺠や事業者が環境に配
慮した⾏動をとる

省エネ機器
や再エネ機
器が温暖化
対策に有効
であること

を学ぶ

⼀⼈ひとり
の⽇々の⾏
動が重要で
あることを

学ぶ

職員は再エネに関す
る国の補助⾦等の活
⽤⽅法を理解する

温室効果ガス削減⽬標

内 容 現 状 
（2021年度）

⽬標値 
（2026年度）

⽬標値 
（2031年度）

総合計画
施策⽬標︓市域の温室効果ガス排出量 

（エネルギー起源⼆酸化炭素）
- 

1,138.4千t *** △50％ 
1,126千ｔ

総合戦略
事業指標︓市施設の温室効果ガス排出量 

（エネルギー起源⼆酸化炭素） 
- 

5,432.2t
△20％ 

4,371.7t ***

令和7年度まで 
２１箇所（令和3年度）

※施策⽬標を当初△26％（1,667千ｔ）に設定していたが，令和3年度の国の基準⾒直しに伴い2013年度
（2,253千ｔ）⽐△50％（1,126千ｔ）に再設定
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ふるさと納税
推進事業

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

・⿅嶋市の安定した
   財源確保と新たな 
   ⾃主財源確保，財 
   政基盤が強化され

る               
・⿅嶋市⺠へのサー

    ビスが向上される       

最終成果

事業成果

ふるさと納税

戦略室

市や委託業者が事業
 者の育成をする     

・参加事業者の意識
が変わる   

・事業者がノウハウ
を知る       

・新規参⼊が増える
・⿅嶋市の露出が多  
 くなる             
・サイトへのアクセ  
 ス数が増える   
・⿅嶋市の認知度・   
   注⽬度が上がる    
・市内返礼品事業者  
   の知名度アップ  
・富裕層への⿅嶋市
 の認知度向上    
   

⿅嶋市へのふるさと
納税寄付額が増える

・令和５年度⽬標 
寄附額︓２億円

 ・令和８年度までの  
 ⽬標寄附額10億円

⿅嶋市内の返礼品提
供事業者の収益が上
がる       

⿅嶋市の税収⼊が増  
 える        

返礼品事業者が魅⼒
ある返礼品、⾼額返
礼品(モノ・コト)の   
 開発を進める       

委託業者が掲載サイ
ト、広告の充実を図
る                

市がSNSやメディア
を活⽤してPRする  

・⿅嶋市ふるさと納
税の返礼品の内容が
充実する（⾒た⽬・
 品数）       
・⿅嶋市ふるさと納
税の情報が様々な媒

体  
で発信される   

市や委託業者が新た
な返礼品の発掘をす
る                       

寄付額

施策５－２ スマートで持続可能なまちをつくる

施策の⽅向性 （１）持続可能な財政運営
取組 ③安定した財源確保と新たな⾃主財源確保の⼯夫

指標

現状値 → ⽬標値 現状値（2021年度末） ⽬標値

事業⽬標（⽬標︓2024年度） ふるさと納税返礼品数 約270件 500件

事業⽬標（⽬標︓2026年度） ふるさと納税寄付額 66,955千円 800,000千円

 返礼品事業者が返礼 
品発送の迅速化を図
る                   

市や委託業者が寄附
者への丁寧な苦情対  
 応をする        

委託業者がこまめな
寄附者へのフォロー
アップをする       

・⿅嶋市交流⼈⼝の
増加        

・⿅嶋市の店舗型
（現地型）ふるさと
   納税の寄附額が増 

    える          

・⿅嶋市の評判が上
    がる                
・⿅嶋市へのふるさ  
   と納税寄附のリピ 

    ーターが増える      

・⿅嶋市ふるさと納
税への寄附のし易さ 
 がアップする      
・ふるさと納税の⾯
倒くささの軽減      
・ふるさと納税制度

理解者の増      
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広域観光対策事業

投⼊
活動

産出
直接成果 中間成果

スポーツ
ツーリズ
ム等の充

実

最終成果

事業成果

施策４－１ 既存産業のチャレンジを応援する

施策の⽅向性 （１）観光業のチャレンジ推進
取組 ③スポーツツーリズム等の充実

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 ⽬標値

施策指標（⽬標︓2031年度） 市内主要宿泊施設の宿泊者数 40,000⼈／年 120,000⼈／年

事業⽬標（⽬標︓2026年度） スポーツ合宿の宿泊者数 2,500⼈／年 8,000⼈／年

モニタリング指標① 
（⽬標︓2026年度）

ツアー催⾏の増加数 
※市営宮中地区駐⾞場の⼤型バス数でモニタリング

ー 50台／年

モニタリング指標② 
（⽬標︓2026年度） 体験型コンテンツ増加数 ー 10件

モニタリング指標③ 
（⽬標︓2026年度） 観光⼊込客数 2,498,550⼈／年 3,000,000⼈／年

モニタリング指標④ 
（⽬標︓2026年度） フィルムコミッション実績数 13件／年 30件／年

商⼯観光課

市がＤＭＯ等
と協⼒体制構築

市が事業者へ
情報発信する

DMO・旅⾏会社等が既存コンテンツ
の複合販売（ツアー化）

観光コンテンツ 
提供事業者が増加

観光コンテンツ事業者が
「⿅嶋で儲かりそう」
「⿅嶋ならできそう」
「⿅嶋なら続きそう」

と考える

体験型コンテンツ
増加数

市が地域の
観光資源を確認

市が地域の⼈財を
確認

市や観光協会が⿅嶋の魅⼒の情報発信 個⼈（SNS）が情報発信

マスメディア等が情報発信

観光 
資源・ 
⼈財が 

リスト化 
できる

観光⼊込数が増加

DMO・旅⾏会社等が 
新規コンテンツの複合販売

（ツアー化）
市とDMOが旅⾏商品造成に
係る情報提供・営業活動 

する

市が⼈財のマッチング・
ネットワークハブ化する

市がハード整備
する

不⾜ハード設備
が洗いだされる。

市が規制緩和する

市が事業者フォロー
体制を構築する

市が観光コンテンツ
起業を補助する

市が観光協会と連携

市や観光協会がイベント実施

観光⼊込客数

ツアー催⾏の
増加本数

ﾌｨﾙﾑｺﾐｯｼｮﾝ
実績数

市が企業誘致
へ営業活動する

観光コン
テンツの

充実
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投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

指標

現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 ⽬標値

施策⽬標（⽬標︓2024年度） 域内の新規出店舗数 
※チャレンジショップ補助店舗数とは相違

7店舗 14店舗

施策⽬標（⽬標︓2024年度） 平休⽇平均の歩⾏者通⾏量 3,260⼈／12h 4,260⼈／12h

事業⽬標（⽬標︓2024年度） チャレンジショップ補助店舗数 5店舗 14店舗

モニタリング指標① 
（⽬標︓2024年度） 空き店舗物件数 － 現状から10件減少

モニタリング指標② 
（⽬標︓2024年度） 商い元気塾受講者数 11⼈／年 15⼈／年

商⼯観光課
商⼯業振興事務経費

チャレンジショップ
⽀援事業

市がチャレンジショ
ップ補助⾦交付

市が空店舗のリスト
化の委託

商⼯会が経営アドバ
イス

資⾦調達が
容易になる

空き店舗が借りやす
くなる

新規出店
希望者が
増える

域内の新規出店舗数

施策４－１ 既存産業のチャレンジを応援する

施策の⽅向性 （３）商⼯業のチャレンジ促進
取組 ③起業・創業体⽀援体制の充実

市が⾦融機関と連携

市と商⼯会が商い元
気塾の⽀援

市がマッチング事業
の委託

資⾦の⼀部が
調達できる

資⾦が借り易くなる

市が家主へ補助

物件調達が
容易になる

出店希望者が経営の
ノウハウを学べる

経営の知識が習得
できる

お店が
増える

エリアの
魅⼒が
⾼まる

購買活動が
⽣まれる

観光客
買い物客
が回遊す

る

中⼼市街地が
活性化する

エリア内歩⾏者量

補助店舗数

空店舗物件数

受講者数
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投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

新たな担い⼿の育成
が図られる

最終成果

事業成果

施策４－１ 既存産業のチャレンジを応援する

施策の⽅向性 農⽔産業のチャレンジ促進
取組 ①新たな担い⼿の育成・⽀援

指標
現状値 → ⽬標値 現状値（2021年度末） ⽬標値

施策指標（⽬標︓2031年度） 農⽔産物売上額 2,200百万円／年 2,400百万円／年

事業指標（⽬標︓2026年度） 認定農業者数 126⼈ 141⼈

農業振興事業農林⽔産課

農業者のネットワー
クが拡⼤する

市が農業に
関する情報
発信を⾏う

市への新規
就農相談者
が増加

市への認定
農業者認定
相談者が増

加

市内の新規就農認定
者が増加する

農業者の農
業⽣産性の
向上が図ら
れる

農業者が農業
機械・施設整
備を⾏う

農業者の販路
拡⼤につなが

る

農業者の
農業所得
が向上す
る

市内の認定農業者が
増加する

市が農地中
間管理機構
を活⽤した
利⽤権設定
を推進する

市が研修先の紹
介・⽀援を⾏う

市が経営改善計
画書作成・⼿続
き⽀援を⾏う

市が新規就農認
定⼿続き⽀援を

⾏う

農業者が補助事業・
資⾦貸付を活⽤する

農業者間の情
報交換により
ノウハウが蓄
積される

農業者の農
業経営が安
定する

農地貸付希望者から農
地中間管理機構への農
地貸付が増加する

市内の耕作放棄地発
⽣が抑制される

農地中間管理機構から担い⼿へ農地が集積
される

認定農業者数

農⽔産物売上額
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交通安全対策
特別交付⾦事業

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

施設管理課

通学路安全対策推進会議
（総務就学課）を開催す

る。実施1回/年

市内全域の交通安全施
設対策（ミラー、標
識、⽩線、カラー舗
装、路⾯標⽰など）

市⺠⽣活における道
路交通安全施設の要
改善箇所が順次解決

される。

総合計画の
「取組」

施策５－１ コンパクトで安全なまちをつくる

施策の⽅向性 ⽇常のリスクに備えるまちづくり
取組➁ 交通安全対策の充実

道路維持
補修費

市⺠からの通報に 
対応する。約1500件/年

関係機関
（警察・学校・国県道路管
理者）との連携調整を⾏う

市⺠からの通報に 
対応する。約1500件/年

現場パトロールを⾏う

市内全域道路維持管理
（道路補修、除草、排
⽔対策など）

市⺠⽣活における道
路の維持管理、道路
環境の課題が順次解

決される。

通学路交通安全プロ
グラムにおける要改

善箇所の解消。
21／21路線 

（維持管理対応の
み）

市⺠・通学する⼦供
たちの安全安⼼な道

路利⽤

市⺠を始めとした道
路利⽤者の安全安⼼

な道路環境

交通事故の減少

交通安全対策の充実

⿅嶋市による
現場パトロールを⾏う

⿅嶋市における道路
交通安全施設の充実
が図られ、利⽤者の
安全が確保される。

交通安全プログラム
に位置付けられた路
線の危険箇所解消。

幹線道路
整備事業

補助事業の対象となるた
めの県との調整を⾏う

道路建設課

地元説明会など
周知活動を⾏う

⽤地測量業務・詳細設計
を⾏い，⽤地買収（物件
補償）及び⼯事を実施す
る

武井・荒野地区
における

⽤地買収（㎡）
⼯事延⻑（ｍ）

武井・荒野地区にお
いて拡幅整備された
道路の延⻑が広がる

⽬標延⻑9000m
（2031⽬標値）

交通安全プログラム
に位置付けられた危
険個所が解消され

る。
５／９件数

（道路拡幅事業の
み）

計画的に整備される
ことにより安全安⼼
な道路環境が⽣まれ
地区住⺠及び道路利
⽤者が安全・安⼼に
道路利⽤できる。

・学校におけるアン
ケート実施（意識調

査）

安全安⼼な道路空間
が広がる

KPI

KPI

指標
現状値 → ⽬標値 2021年度末 現状値︓2023年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度） 市街化区域内及び⼤野三駅周辺の⼈⼝ 39,200⼈ 39,108⼈ 39,200⼈

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度）

交通安全プログラムに計画されている整備延⻑ 8,000ｍ 8,613ｍ 9,000ｍ
道路改良率 52.0％ 52.0％ 52.2％

⿅嶋市における道路
利⽤者の安全が確保

される。

関係機関 
（警察・学校・国県道路管
理者）との連携調整を⾏う

施設管理課

通学路交通安全プログ
ラムへの位置け。総路
線数46路線（Ｒ４ｄ
末）対策⽅法の決定及
び実施
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投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

総合計画の
「取組」

暮らしを⽀える
上下⽔道等の
維持・整備

最終成果

事業成果

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度）

市街化区域内のインフラ整備率（下⽔道） 90.5％ 90.6％ 91.5％
⾬⽔排⽔路整備延⻑（荒野台地区） 930ⅿ 1,035ｍ 1,660ⅿ

配⽔管の更新延⻑ 4,443ⅿ 4,796ｍ 6,010ⅿ

下⽔道課

下⽔道事業（汚⽔）

 市街化区域の
 インフラ整備率
 （下⽔道）

下⽔道事業（⾬⽔）

⾬⽔排⽔路整備延⻑
（荒野台地区）

⽔道課
⽔道事業

配⽔管の更新延⻑

⽼朽管の更新

宮中・平井地区
第1四半期

適正管理された
⽔道管

・更新延⻑（ｍ）
宮中・平井地区
第２~３四半期

⽔道事業として，⽔
道利⽤者に安全な⽔

道⽔の供給する

⽔道事業として
安定した

⽔道⽔の供給

漏⽔被害の減少
維持管理費の削減

⽔道事業において配
⽔施設が

適正に管理され
機能し

安⼼安全な
⽔道⽔を安定して

⽔道利⽤者へ
供給する

⽔道事業を健全に
経営している

KPI

施策５－１ コンパクトで安全なまちをつくる

施策の⽅向性 最適化した⼟地利⽤・基盤づくり

取組み③ 暮らしを⽀える上・下⽔道等の維持・整備

市が管路の整備を⾏う 
 

・認可設計（ha）

市が施設の修繕及び 
維持管理費等を⾏う 

 
・維持管理費（円/年）

区域内の衛⽣環境
の向上が⾒込まれ
る施設     

・整備延⻑（km）

市が供⽤開始を周知
し，接続が義務化さ
れるとともに未接続
者へ加⼊促進を⾏え
る地域となる   

・整備⾯積（ha）

市⺠及び事業者，
転⼊者の汚⽔設備
への接続が進む 

・接続件数（年/件）

接続者の増加により
下⽔道事業を安定的
に経営している  

⽣活排⽔が速やかに
排除され，衛⽣環境
が向上した住みやす
い街になっている 

・⽔洗化率（％）

市が管路の整備を⾏う 
 

・認可設計（ha）

市が他団体との 
調整を⾏う  

地区内の浸⽔の防除
が⾒込まれる施設 

・整備延⻑（km）

⾬⽔設備が整備され
⽔害の防⽌が⾒込ま
れる       

・排⽔区域（ha）

市を含む各団体が⾬
⽔設備へ接続を⾏う

⾬⽔設備が適正に機
能し⾬⽔が円滑に⿅
島灘へ放流される  
・排⽔区域（ha）

浸⽔していた地区の
⽔害が解消される  
・排⽔区域（ha）

⾬⽔排⽔が整備され
浸⽔が防除された住
みやすい街になって
いる       

・全体排⽔区域（ha）

KPI

KPI
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施策１－１ まちぐるみで⼦育てを応援する

施策の⽅向性 （１）⼦供を⽣み育てやすい環境づくり
取組 ②総合的な⼦ども・⼦育て⽀援の充実

幼

児

教

育

課

1-1-(1)-②
総合的な⼦ども
⼦育て⽀援の充

実

最終成果

出⽣数

◆施設運営に必要とする保育
⼈材等を確保し，保育サービ
スが継続される。

◆安⼼・安全な保育環境が確
保されている。
◆保育業務の効率化により
保育⼠の負担が軽減し，⽬の
届いた保育ができる。

◆施設が保育⼈材を確保し，
安定した事業運営を⾏ってい
る。

⼦育てしやすい保
育環境が整い，保
護者は，働きなが
ら安⼼して⼦ども
を育てられている

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

事業成果

特別保育・保育
サービス⽀援事

業

【市⻑政策事業】
幼保ありかた

事業研究

 市は，少⼦化
社会，幼稚園・
保育園のニーズ
⺠間施設の状況
等社会的な背景
をもとに，公⽴
幼保施設のあり
⽅配置について
検討する

市が
私⽴教育・保育

施設に対し
各種保育サービ
ス提供体制の充
実と確保を図る
ため，財政的⽀

援を⾏う

  施設が，地域ニーズに基づき実施する法定事業の実施体制を整
え，市のサービス提供体制が確保されている
◆延⻑保育（開所時間を延⻑した預かり保育）
が全ての施設において実施されている。
◆病児保育（専⽤施設等において病児を⼀時的に預かる保育）集団保育や家庭保
育が困難な機関の病児の受⼊体制が整っている。
◆⼀時預かり（家庭保育が⼀時的に困難になった未就園児に対する保育）の受け
⼊れ態勢が確保されている。

市⼦ども・⼦育て⽀援計画
地域⼦ども・⼦育て⽀援事業の充実

 施設が必要な保育⼈材等を確保し，保育体制の強化を図っている。
◆保育体制強化事業
 保育⽀援者を配置し，保育⼠の負担軽減が図られている。
◆保育⼠雇⽤助成事業
 年度途中の乳幼児の受⼊に対応するため，あらかじめ確保する保育⼠の財政的
な負担を軽減する。
◆障がい児保育事業
 特別な⽀援を要する児童に対して加配保育⼠を配置している。
◆乳児保育等保育事業
 乳児保育を充実させるための保育⼠を確保している。

保育⼈材の確保・体制強化

保護者が安⼼して⼦どもを預
けることができている。

⼦育て世帯

 施設が，保育環境の維持や業務改善を図っている。
・衛⽣管理・安全対策・保育業務のICT化
 
  

保育環境・業務環境の改善

教育・保育施設

⼦育て家庭が
必要な教育・保育
サービスを利⽤で

きている市内の教育・保育提供 
体制が確保されている

指標

⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

出⽣数 450⼈／年 369⼈／年 425⼈／年

出⽣率 6.75‰／年 5.613‰／年 6.75‰／年

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 待機児童数 0⼈／年 0⼈／年 0⼈／年

モニタリング指標
事業活⽤施設の割合 

【市内⺠間教育・保育施設︓22施設（R4.4.1現在）】
※毎年確認

95.5％ 86.3% 100%

事業活⽤施設
の割合

待機児童数

計画⽬標値 
の進捗

※計画⽬標値の進捗︓⿅嶋市⼦ども・⼦育て計画において，必要なサービスの⾒込み量及び確保量の進捗をモニタリングしていく。

⺠間施設は，地域における教
育・保育の⽔準を確保し，特
⾊ある教育・保育を実践して

いる

計画⽬標値 
の進捗

 
 市が，将来的な必要量，公⽴施設のあり⽅に 
ついて整理し，⿅嶋市公⽴幼稚園・保育施設 

再編⽅針が⾒直される 
 
 

「待機児童ゼロ」 
の継続

22



学校図書館経費
（⼩学校）

図書館運営経費

事業成果

施策２－１ 未来を担う⼈⼈財「⿅嶋っ⼦」を育む

施策の⽅向性 （１）たくましく柔軟な⼦どもを育む学校教育
取組 ①幼児教育と⼦育ての総合的な⽀援

中央図書館・分館

学校図書館

市がブックスタート
事業を⾏う 乳幼児や児童は

早い時期から
読書機会が創出

される

市が絵本・児童書等
図書購⼊事業を⾏う

図書館がかみしばい
等のイベント事業

学校図書館が読書イ
ベントを⾏う

乳幼児や児童は
親⼦で図書イベ
ントへ参加する

図書館の利⽤
機会が創出される

市⺠のレファレンスや学習室
利⽤等による学習機会が創出

される

乳幼児や児童は
読書習慣が意識

づけされる
読み書き機会増による読解⼒

等が強化される

市⺠は知的欲求
が⾼まる

図書館⼊館者数

市が学校図書館地域
開放事業（新規事

業）を⾏う

投⼊ 活動 産出 直接成果
中間成果

2-1-(1)ｰ① 
幼児教育と⼦育ての

総合的な⽀援

最終成果

事業成果

幼稚園・保育園等に
おける読み聞かせ

の実施

⼦どもが
魅⼒的で楽しい本
と出会うきっかけ

を創出する

⼦どもの読書量
が増加する

読解⼒や語彙⼒，
理解⼒の基礎の構築される

学びの基
礎⼒が向
上される

親⼦で読み聞かせ
をする家庭が増加す

る

豊かな
⼈間性
が育成
される

⾃⼰肯定感が向上する

コミュニケーション能⼒が向上
する

知識や技能が習得される

⼦どもが集団の中で楽
しさを味わう機会を創

出する
⼦ども達の興味・好奇⼼が向上する

親⼦のコミュニケー
ション量が増加し，
信頼感や安⼼感の
形成による親⼦の

深い絆が構築される

市が幼稚園・保育園
等における図書コー
ナーを設置し，充

実する

幼稚園・保育園等が
図書館と連携し

発達段階に応じた
絵本の紹介を⾏う

幼稚園・保育園等が
図書館等と連携し
保護者に対して

家庭での読み聞かせ
を啓発する

幼児教育絵本の
定期購読

⼦どもの
⾃⼰理解・他者
理解が発達する

⾃⼰形成や共感性、協調性等
⼈間⼒の基礎が構築される

保育園管理経費
認定こども園管理経費
幼稚園管理運営事務費

幼稚園・保育園等に
おける読み聞かせ

の実施

幼児教育絵本の
定期購読

幼稚園・保育園等に
おける読み聞かせ

の実施

幼児教育絵本の
定期購読

幼稚園・保育園等が
保育中に読み聞かせ

を実施する

幼稚園・保育園等が
幼児教育誌・絵本を

定期購読し
保育に活⽤する

思考⼒や想像⼒の基礎
が構築される

学びと育ちの質の向上
アプローチ・スタート
カリキュラムの実践

幼児教育課

園での読み聞かせの実施

図書館の読み聞かせ
事業等の参加者数

乳幼児や児童は本の
魅⼒を知り，図書館
等での乳幼児の絵本
や児童書の貸出機会

が増加する

児童図書の貸出数

年間利⽤実⼈数
（児童0歳〜12歳）
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指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

「将来の夢や⽬標を持っている」
と答えた中学⽣の割合 71% - 8０％

モニタリング指標 
（⽬標年度︓2026年度）

園での読み聞かせの実施 1⽇10分年間42時間 1⽇15分年間63時間 1⽇20分年間84時間

図書館児童書（絵本含む）貸出数 81,000冊 92,084冊 80,000冊 
（少⼦化による影響含）

図書館で例⽉実施している 
読み聞かせ事業等の参加者数 － 442⼈ 480⼈ 

（⽉40⼈）

年間利⽤実⼈数 
（児童 0歳〜12歳） － 1,990⼈ 2,100⼈

中央図書館⼊館数 90,232⼈ 101,118⼈ 100,000⼈

24



投⼊ 活動 産出 直接成果

児童⽣徒の総合的
な学⼒が向上する

中間成果

国語・算数（数学）
の教員の指導⼒が向

上する

２-1-(1)-③ 
⽣きる⼒を育む教育

の推進

最終成果

事業成果

施策２－１ 未来を担う⼈材「⿅嶋っ⼦」を育む

施策の⽅向性 （１）たくましく柔軟な⼦どもを育む学校教育
取組 ②学び⾼めあう学校教育の推進

教育指導課
国語・算数指導事業

経費

教職員指導対策費

教員は学習指導のス
キルアップを図る校
外研修に参加する
（国語・算数）

学校は児童⽣徒へ読
書に親しむ活動を確

保する

主体的・対話的で
深い学びの実現と
新しいスタイルに
よる学びの実現に
より，児童⽣徒

は，授業で⾃分で
考え⾃分から学習
に取り組むことが

できる
教員は学習指導のス
キルアップを図る校
外研修に参加する

（ＩＣＴ）

児童⽣徒の読書活動
が促進される

国語・算数（数学）
の教員の授業改善が

促進される

教員の指導意欲が⾼
まる

児童⽣徒のICTドリル
ソフトNavimaを活⽤
した学習機会が増え

る

学校は児童⽣徒の学
習を⽀援するICTドリ
ルソフトNavimaを導

⼊する

教員のICTドリルソフ
トNavimaの活⽤が促

進される

ＩＣＴを活⽤した教
員の授業改善が促進

される

ＩＣＴを活⽤した教
員の指導⼒が向上

する

児童⽣徒の個別最適
な学習が充実する

全国学⼒・学習 
状況調査における 
学校でのICT活⽤ 

の状況

教員はスキルアップ
を図る校内授業研究

に参加する
（教科・領域）

授業改善に向けた学
校の指導体制が構築

される

学校の指導体制を⽣
かした教員の指導⼒

が向上する
（教科・領域）

国語・算数の
授業公開
実施回数

校内授業研究授業公開
実施回数

学校は児童⽣徒の理
解度に応じた算数

（数学）の習熟度別
学習を実施する

算数（数学）におけ
る児童⽣徒の学習意

欲が促進される

「将来に夢や⽬標を
持っている」と答え

た中学⽣の割合

 
学習及び学校⽣活 
アンケート調査

児童⽣徒は学校や⾃
宅で読書を⾏う

児童⽣徒は習熟度別
に分かれて算数（数
学）の授業を受ける

児童⽣徒の国語・算数（数学）の学⼒が向上する

国語・算数（数学） 
の全国学⼒・学習

状況調査

児童⽣徒は⾃分の
得意・不得意を認

知する
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指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標
（⽬標年度︓2031年度）

「将来に夢や⽬標を持っている」と答えた中
学⽣の割合

71% 71% 80%

事業指標
（⽬標年度︓2026年度）

学校における教職員の授業公開の年間⽇数 260回／年 441回／年 520回／年

モニタリング指標 
（⽬標年度︓2031年度）

校内授業研究の公開授業回数 100回／年 170回／年 170回／年
学習及び学校⽣活アンケート調査

「授業では、⾃分で考え⾃分から学習に取り
組むことができている。」
と回答した児童⽣徒の割合

85% 86% 90%

国語・算数（数学）の全国学⼒・学習状況調
国との⽐較（対象︓⼩６及び中３）

※（ ）は県⽐較

               国 県 
⼩６ 国語 ＋（＋）
   算数 ＋（＋）
中３ 国語 －（－）
   数学 －（－）

     国 県
⼩６ 国語 －（－）
   算数 －（－）
中３ 国語 ±（－） 
   数学 －（－）

     国 県
⼩６ 国語 ＋（＋）
   算数 ＋（＋）
中３ 国語 ＋（＋）
   数学 ＋（＋）

全国学⼒・学習状況調査における学校
でのICT活⽤の状況 国超え 国超え 国超え
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投⼊

2-2-(1)ｰ① 
郷⼟理解教育の

推進

「⿅嶋を誇れる」と
答えた中学⽣・⾼校⽣

の割合

施策２－２ 豊かな⿅嶋⽂化を共に創り育む

施策の⽅向性 （１）シビックプライドを育てる「郷育」
取組 ①郷⼟理解教育の促進

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

「⿅嶋を誇れる」と答えた
中学⽣・⾼校⽣の割合 61％ 65％ 70％

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 郷⼟図書の貸出数 1,010冊／年 1,280冊／年 1,300冊／年

モニタリング指標 
（⽬標年度︓2026年度） 歴史教室等イベント参加者数 0⼈／年 2023年から実施予定 0⼈／年 2023年から実施予定 40⼈／年

社会教育課

中央図書館

⼤野分館

⽂化財保護経費

図書館運営経費
学校図書館経費
（⼩・中学校）

図書館・学校図書館
での郷⼟資料を充実

させる

図書館・学校図書館
での郷⼟図書のPR， 
コーナーや掲⽰を充

実させる

図書館が郷⼟歴史
に関する教室等の
イベントを開催

する

市内⼩中学⽣の
郷⼟歴史・⽂化に

触れる機会が創出さ
れる 市内⼩中学⽣の

郷⼟に対する興味
から起因する資料
貸出機会が創出さ

れる市内⼩中学⽣の
市の歴史教室等

イベントへ参加する

郷⼟の⽂化や歴史に
興味を持つことで

市⺠全体の
⿅嶋の郷⼟愛が

向上する

⼦どもの頃から
郷⼟の⽂化や歴史の
学習に触れることで

市内の若者の
市の歴史・⽂化

の理解度，意識の
⾼揚が図られる

イベント
参加者数

市内の若者の
郷⼟に対する

誇りが醸成され
る

郷⼟図書の貸出数

社会教育課

教育指導課

社会教育課

⽂化事業

教育委員会が⼦ども
たちを中⼼に郷⼟か
るたの普及・啓発を
⾏う       

市内中学⽣が
いばらきっ⼦郷⼟
検定へ参加する

教育委員会が市⺠
対象に伝統⽂化親⼦
体験事業を実施する

⿅嶋市⽂化スポーツ
振興事業団⽀援事業

⽂化スポーツ事業団が
まんが⿅島の歴史制作

事業を実施する

⽂化スポーツ事業団が
市⺠にデジタルコンテ
ンツを⽤いた⽂化財普

及事業を実施する

教職員指導対策費
⽣涯学習推進事業

市内⼩学校が
社会科副読本を

積極的に活⽤する

地域の⽅々が
市内⼩中学校に

⾏く機会が増える

市⺠が
⿅嶋市の歴史に

興味を持つ

市内⼩中学校が
郷⼟資料・図書を
活⽤した授業を充

実させる

市内⼩中学⽣の郷⼟
に関する興味・関⼼
の広がりから実際の
歴史・⽂化にかかわ
る分野・社会⽂化事
業の参加機運が⾼ま

る

市内⼩中学⽣の郷⼟
に関連する知識や経
験が深まることによ
り，郷⼟に対する興

味が⾼まる

市内の⼦ども達や
その保護者が
郷⼟の⽂化に
興味を持つ

教育委員会が
市内中学⽣に

いばらきっ⼦郷⼟
検定の啓発を図る

教育委員会が
市内各⼩中学校へ

コミニティスクール
を推進する

市内の⼦ども達が
郷⼟かるたを⾏う

機会が増える

市内の⼦ども達が
各種体験事業へ

参加する

市⺠が⽂化財普及事
業へ参加する

市⺠がまんが⿅島の
歴史を読む

市内⼩中学⽣が
郷⼟教育を学ぶ

市内⼩中学⽣が
地域の⽅々との
交流が深まる

学校と地域の交流が深まることで，⼦ども 
たちが⾃分の地域やそこに住む⼈々，住む 

ことへの関⼼が⾼くなる

事業成果

最終成果中間成果直接成果産出活動

⽂化スポーツ事業団
が歴史⽂化事業を実

施する

市⺠が歴史⽂化事業
（展⽰，講演会）に

参加する
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中学校教育振興
⽀援事業

⽣徒は⺠間事業者等
の多様な職種の⼈と
の交流の機会を得

る。

⽣徒は，将来の⾃分
を想像し，向かうべ
き⽅向や⾃分が努⼒
すべきことを考え，
⾃ら学習に取り組

む。

投⼊ 活動 産出 直接成果

⽣徒は将来の選択肢
を増やす。

中間成果

⽣徒は学習したこと
をもとにして，地域
や社会のために何が
できるかを考える。

⽣徒は社会への関⼼
を⾼め，⽣涯にわた
るキャリアを形成し
ていく基盤を培う。

２-1-(1)-③ 
⽣きる⼒を育む教育

の推進

最終成果

中学校はキャリア
教育を推進する。

キャリア教育
実施回数

将来の夢や⽬標を
持っている中学⽣の割合

事業成果

施策２－１ 未来を担う⼈材「⿅嶋っ⼦」を育む

施策の⽅向性 （１）たくましく柔軟な⼦どもを育む学校教育
取組 ③⽣きる⼒を育む教育の推進

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

「将来の夢や⽬標を持ってい
る」と答えた中学⽣の割合 71％ 71％ 80％

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度）

事業者（（株）⿅島アントラー
ズFCなど）と連携したキャリア

教育実施回数
27回／年 55回／年 70回／年

中学3年⽣英検３級相当率 55.5％ 55.6％ 65％

モニタリング指標
（⽬標年度︓2031年度）

中３⽣「学習したことをもとにして、
地域や社会のために何ができるか考え

ることがある。」と回答した割合
― 70% 80%

教育指導課 英語指導事業経費

教育委員会は，児童向け
にイングリッシュラウン

ジを実施する。

・教育委員会は児童⽣徒
 へ留学⽣と交流する機 
 会を提供する。
・教育委員会は⽣徒へ英 
 語⼒を測る4技能テス 
 トを実施する。
・教育委員会は児童⽣徒
 の個別学習（ドリルソ
 フトE4S）を提供す 
 る。

児童⽣徒は，英語を
⺟国語とする外国籍
の⽅と触れ合うこと

などで，多様な
英語学習の機会を

得る。

教育委員会はALT・英語
⼒向上スーパーバイザー

を配置する。

⽣徒の英語⼒が向上
する。

児童⽣徒は英語に
接する時間を増や

す。

⽣徒は国際的に活躍
する能⼒の素地を獲

得する。

中３⽣
英検３級相当率

総務就学課

教育指導課

児童⽣徒は英語への
親近感を深める。

中３⽣
学習及び学校⽣活
アンケート調査

28



⽂化財保護経費

活動 産出 直接成果 中間成果

2-2-(1)-② 
郷⼟の歴史・⽂化

の保全と継承

最終成果

事業成果

施策２－２ 豊かな⿅嶋⽂化を共に創り育む

施策の⽅向性 （１）シビックプライドを育てる「郷育」
取組 ②郷⼟の歴史・⽂化の保全と継承

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

指標 
（⽬標年度︓2024年度末）

市有⽂化財のデジタルアーカイブ
化による公開・展⽰件数 0件 0件 3件

社会教育課

市内(個⼈所有)から 
の発掘・寄贈などに 
より⽂化財が収集さ 

れる

市職員が
保存（実物・デジタ
ル）の要否及び適否
の判断及び保存⽅法

の検討を⾏う

市職員が実物保存に
必要な施設・設備検
討の基礎資料を習得

する

市職員が
市所有⽂化財・考古
資料の整理・調査・

研究を⾏う

デジタル化等記録に
より保存と保存記録
のデータベース化が

図られる

市有⽂化財がデジタ
ル化等により記録さ

れる

市職員が 
デジタル化保存技術の

研究を⾏う

市職員がデジタル化
保存に必要な機材の

調達を⾏う

市職員がデジタル化
保存技術を習得し，
また，市に機材が

調達がされる

適切な規模と設備に
より⽂化財保護体制
の整備が図られる

投⼊

市有⽂化財のデジタル
アーカイブ化による
公開・展⽰件数
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社会体育振興事業

投⼊ 活動 産出 直接成果 中間成果

3-1-(1)-① 
ライフステージ

に応じたスポーツ
活動の推進

最終成果

成⼈の週１回以上の
スポーツ実施率

事業成果

施策３－１ スポーツに親しみ健康を維持する

施策の⽅向性 （１）スポーツ活動・交流の推進
取組 ①ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

スポーツ推進課

市が多世代の市⺠
へのスポーツに親
しむ機会を提供す

る

スポーツイベント
参加者が増え，多
世代の市⺠が⾝体
を動かすきっかけ

づくりとなる

市⺠のウェルビーイン
グの実現が図られる 

（⾝体的・精神的・社
会的満⾜の実現） 

 
〜スポーツで彩る健康
で豊かなライフステー
ジ〜（第３次⿅嶋市ス

ポーツ推進計画）

市がスポーツ実践
者や団体の⽀援を

する

市が主体となりパ
ラスポーツ体験会
等を推進する（幼
稚園，⼩学校，地

区公⺠館等）

スポーツを通じた共
⽣社会が実現する

スポーツを楽しめる
持続可能な環境が作

られる

市が各種スポーツ
⼤会を開催・誘致

する

スポーツを通じた⼈
材育成が図られる

スポーツを通じて地
域が活性化する

交流⼈⼝が増加す
る

参加した市⺠の⾔動
がポジティブになる

⽣活習慣の改善，健康
寿命の延伸を意識する

市⺠が増える

種⽬別や世代間
交流が増える

⼦ども︓何事にも
積極的に取り組

む意欲が育まれ，
かつ「主体的，対
話的で深い学び」

が推進される

⽇常的に
体を動か
す市⺠が
増える

多世代の市⺠の
「⾝体を動かす・
スポーツする」
選択肢が増える

地域コミュニティ
への市⺠参画が増

える

地域経済の好循環
が⽣まれる

スポーツツーリズム
を核とした地域づく

りが推進される

他者のことを⾃分
ごとと考える⼒が

育成される
（他⼈事ではない意

識）

参加した市内のス
ポーツ実践者・チ
ームの競技⼒が向

上する

誰もが等しく社会
参加できる地区が

構築される

地区事業に参加し
た⼤⼈︓正しい理
解と知識の習得が

進む

参加した市⺠が，相
互理解と尊重の重要

性を認識する

利⽤者満⾜度みんスポ参加者
平均⼈数

地域資源の活⽤
が図られる

豊かな指導技術と 
運営能⼒をもつコ 
ーディネーターが 

増える

利⽤者満⾜度

施設利⽤者数

市⺠主体のスポーツ
によるまちづくりが

推進される

スポーツに
携わる市⺠
の健康増進
が図られる
(医療費削

減)。 
また、QOL
が向上する施設利⽤者数
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指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

成⼈の週１回以上の 
スポーツ実施率 未計測 43%／年 65%／年

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 市⽴スポーツ施設利⽤者数 210,781⼈／年 309,570⼈／年 400,000⼈／年

モニタリング指標 
（⽬標年度︓2026年度）

市⽴スポーツ施設利⽤者満⾜度 未計測 55％／年 70%／年

みんなのスポーツフェスタ参加者
平均⼈数 未計測 276⼈／回 350⼈／回
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公⺠館活動費
地域住⺠が⾃分の地
域を⾒つめなおす機

会が増加する

投⼊

活動 産出 直接成果

市⺠は地域の良さ
の理解を深める

中間成果

地域への 
興味関⼼が 
醸成される

最終成果

地区まちづくり委員
会が地区公⺠館を拠
点とした各種事業を

展開する

事業成果

施策２－２ 豊かな⿅嶋⽂化を共に創り育む

施策の⽅向性 （２）共に創り育む「⿅嶋⽂化」
取組 ②地域の絆づくりとオーナーシップの醸成

指標
現状値 → ⽬標値 現状値︓2021年度末 2022年度末 ⽬標値

施策指標 
（⽬標年度︓2031年度）

「⿅嶋を誇れる」と答えた
中学⽣・⾼校⽣の割合 61％ 65％ 70％

事業指標 
（⽬標年度︓2026年度） 地域イベント参加者数 17,263⼈／年 22,802⼈／年 67,500⼈／年

モニタリング指標 
（⽬標年度︓2030年度）

特⾊ある地域づくり事業 
の開催（新規事業の開催） 1事業 3事業 1０事業

地域社会の
連携・つな

 がりづくりが
深まる

中央公⺠館

地区公⺠館

地域住⺠が
特⾊ある地域

づくり事業を⾏う

公⺠館が市⺠の⽣活
に即する教育や芸術
⽂化の普及等に関す

る事業を⾏う
（美術展覧会など）

市⺠が地域の
イベント

に参加する

地域イベント
参加者数

市⺠は，地域の
課題がはっきりす

る
市⺠活動団体等の

ネットワーク
が形成される

地域住⺠の学習・活
動発表・交流機会等

が増加する

地域の担い⼿
づくりが促進

される

主体的に地域課題の
解決に参画される

2-2-(2)ｰ② 
地域の絆づくり

とオーナーシップ
の醸成新規事業の開催

「⿅嶋を誇れる」と
答えた中学⽣・⾼校

⽣の割合
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